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今年 1月、和水町を震源に震

度 6 弱、5 弱の強い地震が相次

いで発生し、北区でも震度 5弱

を記録しました。 

震度は地震発生時の災害対

応をするうえでとても重要な

判断材料となるものです。その

意味で、その地域の震度を正し

く表示することは、災害対策上

とても大事なことです。 

しかし、北区では震度計が北

区役所一か所のみとなってお

り、広大な北区の中でも中心部

ではなく北端部に設置されて

いる状況です。 

2016 年の熊本地震では北区

役所で計測された震度に対し、

北区南部の住民から「体で感じ

た震度とは違う。北区の震度は

正確なのか」という声が多く寄

せられました。弓削校区や武蔵

校区の住民の中には「隣接する

東区や合志市、菊陽町の震度を

参考にしている」という人もい

ました。 

人口集中地域である北区南

部では、この地域にも震度計の

設置を求める声が今でも根強

くあがっています。 

 そうした声に対し市は、国の

震度計の設置基準である「行政

区に最低一か所以上」を満たし

ているので、これ以上増やすつ

もりはないとしています。 

 しかし一方で国は、設置基準

として「発災時に被害が大きく

なる可能性の高い、人口集中地

区を中心に設置」することとし

ています。 

 市域が広い北区では、人口の

集中している清水、龍田、楠、

武蔵などを含む南側の地域にも

震度計の設置をと望む声があ

がることは当然だといえます。 

 統計上、正確な数字を積み上

げていくためにも区内に複数

の震度計設置が必要です。統計

の不備は今後の防災対策にも

不備をもたらしかねません。 

 市の責任で主要箇所に震度

計の設置をするべきです。 
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